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はじめに

近年， 日本の専門庖やコンビ、ニ，外食の新興

市場への進出が急増している。この背景には，

少子高齢化や人口減少の影響で，日本市場では

これ以上の成長が期待できなくなったという認

識が広がってきていることがある。要するに

各企業は圏内市場に見切りを付け.自社の将来

を海外市場(とくに新興市場)の開拓に託する

ようになりだしたのである。したがって海外市

場への本格的な進出は，小売業や外食業のみな

らず，学習塾チェーンやウェデイングサービス
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といった少子化の影響を受けやすい企業，さら

には消費財メーカーにも急速に拡大してきて

いる。

もちろん.こういった日本の流通・サービス

業の海外進出は，百貨庖やスーパーを中心に以

前から見られたものであり，筆者もすでに1990

年代末までの傾向については分析を済ませてい

る(川端.2000年)。しかしとくに2000年以

降 (21世紀以降)の進出傾向は，次の3つの点

でこれまでとは異なったものとなってきている。

l点目は，進出する業態の変化である。 1990

年代までは百貨庖やスーパーによる海外進出が

主流であったが.2000年以降は専門庖やコンビ

ニあるいは外食チェーンといった，小型の庖舗

を多数展開する業態の国際化が中心になってき

ている。とくに.コンビニや外食企業の中には

海外庖舗数が圏内を越える企業も出現している。

2点目は，進出形態(参入モード)の変化で

ある。百貨庖やスーパーなどは直接投資による

進出を行ってきたが，専門庖，コンビニ，外食

といった多庖舗展開型の業態の進出では，投資

を伴わない「フランチャイズ」方式の採用が増

大してきている。フランチャイズは「契約」に

よる技術移転が基盤となっているため，その増

大は「投資による国際化」から「契約と技術移

転による国際化Jへの転換の進展といえよう。
3点目は.消費財メーカーによるフランチヤ

イズ方式での海外市場進出である。圏内市場の

縮小は，消費財メーカーにとっても深刻な課題

となってきたことから，従来のように現地の小

売庖に任せて(小売庖に卸売りを行って)商品

を販売するだけでなく，メーカー自らが自社商
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品の専門庖を現地で多庖舗展開し，海外の消費

市場で自社商品のブランド確立を行うケースが

見られるようになってきた。その手段として.

投資負担の少ないフランチャイズ方式を採用す

るようになってきているのである。つまり，小

売業の国際化の担い手は，小売企業のみならず

消費財メーカーにも拡大しつつあるといえる。

これらの変化は，流通・サービス分野の国際

化のあり方そのものが変化してきたことを意味

する。すなわち，流通・サービス分野の国際化

は，これまで、は主に小売企業が担ってきたため.

「小売業の国際化」という枠組みで研究がなさ

れてきた。ただし，その小売業がレギュラー

チェーンであるのかフランチャイズチェーンで

あるのかは.ほとんどの場合は意識されてこな

かった。そして，その枠の中で小売庖舗の国際

化，小売業態の移転，小売技術の移転，あるい

は小売経営の標準化や現地適応化などが議論さ

れてきたのである。これは，海外においても日

本においても同じであった。

しかし近年では国内で直営庖を展開する企

業(レギュラーチェーン)であっても，海外進

出にあたってはフランチャイズ方式を採用する

ケースが見られるし圏内では小売庖展開とは

無縁であったメーカーでも，海外ではフラン

チャイズ方式で小売庖を展開するケースも増え

つつある。多くの，そして多様な企業が海外市

場での成長を目指す中で，フランチャイズ方式

は今後も益々の広がりを見せるであろう。

以上のように，近年はフランチャイズ方式に

よる海外市場への進出がわが国でも拡大してき

ているのであるが，後に見るように.この問題

に関する研究は日本ではほとんどなされてこな

かった。この領域の研究は.もっぱら欧米.特

にアメリカを中心に進んできたのである。

そこで本稿では，このような国際フランチヤ

イジングの今後の重要性を踏まえて，研究が先

行してきた欧米での英語文献のサーベイを行い，

その研究の特性と課題を明らかにしたい。なお，

サーベイにあたっては以下の諸点が考慮されて

いることを確認しておきたい。

第 lに，フランチャイジングをテーマとする

文献はアメリカを中心に膨大な数にのぼるが，

そのほとんどは圏内でのフランチャイジングを

前提としたものである。結論で述べるように.

国内を前提とした研究と海外進出をテーマとし

た研究との境界線はあいまいであり，圏内を前

提とした研究の中にも国際フランチャイジング

の議論につながるものが少なくなかった。しか

し本稿では焦点を明確化するねらいから，と

りあえずは国内を前提とした論考は原則的に対

象外とした。

第2に，国際フランチャイジングをテーマと

したものは，フランチャイズ研究全体から見る

と比較的限定されるが，それでも1990年代以降

に急増しており論者の視点や関心は多岐にわた

る。したがって，本稿では，どのような問題に

関心が持たれてきたのか，どのような実態が解

明されてきたのか， どのような理論が構築され

てきたのかといったことを中心に整理しており，

フランチャイズの法的(規制)問題に関する研

究など，いくつかの領域については取り上げて

いないことを断っておきたいj)。

第3に，本稿では個別の研究内容には深入り

せず，マクロな視点からこの領域の研究全体の

輪郭を描き出し，そこからこの研究領域におけ

る課題を把握することをめざしている。個別の

論文の紹介については，鳥羽 (2006)がファッ

シヨン小売業の国際化に関するサーベイを行う

中でフランチャイジングに関する欧米の論文を

紹介しており，また白石・鳥羽 (2006)と鳥羽

(2009)が小売国際化研究の観点から，小売業

の市場参入モードの lつとして国際フランチャ

イジングを取り上げた欧米の論文を紹介してい

るので参照されたい。

ただし，サーベイに入る前に，フランチャイ

ジングに関する基本的な知識とその研究動向を

確認すべく. Iでその発展の経緯を. IIで欧米

や日本での研究状況を簡単にまとめておきたい。

1) 海外でのフランチャイズの法的規制問題につい
ては，暁 (2008).小塚 (2006)(2008)などを参
照のこと。
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I フランチャイジングの歴史

フランチャイズチェーン2)は，その起源を中

世ヨーロッパのギルドにまで遡ることが出来る

とされる。英語のフランチャイズ (Franchise)

の語源はフランス語とされ，それは制約や隷属

からの自由という意味があったとされている

(JII越.1999)。つまり，フランチャイズの加盟

者はフランチャイザー(本部)から独立(自

立)した存在であり，不当な支配を受けないこ

とが大原則といえる。

現在のフランチャイズの原型は. 19世紀末の

アメリカで生まれたもので，農機具(刈取機)

メーカーの「マコーミック」やミシンメーカー

の「シンガー」による販売手法が草分けであっ

たとされる(ハケット.Hackett. 1976.デイツ

キー・ Dicke.1992など)。それらのメーカーは，

自社製品の販売網をスピーデイーに拡大するた

めに多くの独立した販売庖を代理屈として組織

したのであるが，それがフランチャイズの原型

とされる。当時のメーカー側と代理庖との関係

は.緩やかな企業間協定というべきものであっ

た(ほほ対等な関係)。

ところが20世紀に入ると，自動車メーカーの

フォード社が代理屈への統制力をより強化して.

いわゆるディーラー制(特約庖制)を構築する。

そこでは.メーカー側からさまざまな制約が

ディーラー側に課せられており.実質的な支配

一被支配関係が生まれていった。また，自動車

の普及に伴って成長したガソリンを扱う石油精

製会社「サン石油」も，同じ商標を販売庖(ガ

ソリンスタンド)と共有することで，一つの組

2) 本稿では.rフランチャイズJ.rフランチャイ
ズチェーンJ.rフランチャイジング」を次のよう
に使い分けたい。すなわち.rフランチャイズ」
は本部(ザー)と加盟者(ジー)との聞で交わさ

れる【契約によって成立する組織形態Iまたは
I経営のあり方1をさす。また.rフランチャイズ
チェーンJは. [そのような形態で多庖舗展開を
する組織(企業)]をさす。そして.rフランチャ
イジングJとは. [そのような形態で行われる事
業1のことを意味する。

織としての統制度を強化するスタイルを構築し

た。これらは1930年代のこととされ.このよう

な経営形態が現代的なフランチャイズ・システ

ムの典型となっていくのである。つまり，戦前

のフランチャイジングは，メーカーが代理屈を

利用・支配して行う商品販売手法のひとつとい

う色合いが強かったといえる。そのシステムで

は，商品の供給と販売に重きが置かれ，商標や

ノウハウが持つ意味は比較的小さかったのが特

徴であった。

その後，第2次世界大戦が終わり1950年代に

入ると.メーカーだけではなくホテルや外食

チェーンが，商品を提供するというよりも，む

しろ商標(看板)の貸与とノウハウの提供(継

続的な指導)を契約の柱として，独立経営者を

組織化する手法を考案する。つまり.ホテルと

いう施設全体やレストラン庖舗全体(看板.施

設・庖舗デザイン，商品・メニュー・サーピス.

経営ノウハウなど)をワンパッケージにして提

供し，それに対する何らかの対価(内容は多

様)を受け取る手法であり，これもフランチャ

イズの一つの形となっていく。このタイプはフ

ランチャイズ・パッケージをそっくり提供する

ものであるから，既存(他者)の庖舗を組織化

する前者のタイプと異なり，経営者を組織化す

るという意味が強まるのが特徴であろう。多く

の場合は，庖舗自体はゼロから立ち上げるので

あって，いわばノウハウも顧客も持たない事業

家たちをゼロから経営者に育成していくことが

重要となる。我々がよく知るマクドナルドなど

のファーストフード屈だけでなぐ，その後登場

するコンビニエンス・ストアもこちらのタイプ

の手法を採っている。

さらに，不動産業界などでは，独立した事業

者を同じ商標の下に組織し，本部が情報を提供

したり.教育サーピスを行ったり，統ーした宣

伝をするなどして.大手と対抗しようとするも

のも現れ，それもフランチャイズのひとつと見

なされるようになった。

この結果.フランチャイズには3つのタイプ，

つまり最初に述べたメーカーが商標と共に商品
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を販売することを基本とする「製品・商標型フ

ランチャイズj3)と，次に述べた看板(商標)や

庖舗デザイン，商品・メニュー・サービス，ノウ

ハウなどのパッケージの提供を基本とする「ビ

ジネス・フォーマット型フランチャイズJ，そ
して最後に述べた不動産業界にみられる「コン

パージョン型フランチャイズ」が存在するので

ある(ホフマンとプレブル・ Ho飴nanand Pre-

ble， 1991，日本フランチャイズチェーン協会編，

2003)。ただし， 3つ目のコンパージョン型は

ビジネス・フォーマット型に含める場合も多い

ので.より一般的には， i製品・商標型フラン
チャイズ」と「ピジネス・フォーマット型フラ

ンチャイズjの2大区分が採用されている。

E 国際フランチャイジング研究の概観

このようにアメリカから発展したフランチャ

イズチェーンは，やがて隣国のカナダなどにも

進出するようになる。これが国際フランチャイ

ジングの始まりである。アメリカの国際フラン

チャイジングは，後の表2に見るように， 1940 

年以前からすでに見られ， 1950年代に本格化し，

1960年代以降に急増していった。このように国

際フランチャイジングはアメリカで早くから発

展してきたことから，その研究もアメリカにお

けるものが大きく先行してきた。ただし，アメ

リカのフランチャイズチェーン(ピジネス・

フォーマット型)は1960年以降には欧州にも多

数進出したことから，欧州でもフランチャイジ

ングが急速な発展を遂げた。欧州は多数の国境

が存在する地域であるため，やがて国際フラン

チャイジングは欧州でも活発化する。したがっ

て，アメリカとは時間的な遅れがあるものの，

欧州の研究者達も1980年代以降は国際フラン

チャイジングに着目をするようになる。

とはいえ，欧州では伝統的にレギュラー

3) これはプロダクト・フランチャイズと呼ばれる
ことも多いが，プロダクト・フランチャイズは.
厳密には商標貸与は含まれていないので，本書で
は「製品・商標型フランチャイズ」と呼ぶことに
したい。

チェーンの国際化(百貨庖やハイパーマーケッ

ト，食品スーパーなど)が進んできたことから，

小売国際化研究の一環として国際フランチャイ

ジング(フランチャイズ企業の国際化)が副次

的に取り上げられてきたという特徴がある。換

書すれば，アメリカではレギュラーチェーンの

小売国際化が1990年代以降にならないと進展し

なかったため4) むしろ古くから進んできたホ

テルや外食の国際フランチャイジングの方に，

より多くの注目が集まってきたといえるので

ある。

このアメリカと欧州との研究傾向の違いは，

それぞれの地域で出される主要なジャーナル論

文にもはっきりと見てとれる。たとえば，アメ

リカのジャーナルでは計量的分析が重視される

ため，国際フランチャイジングをテーマとする

論文では，記述的な実態分析や個別企業の分析

はほとんどみられない。一方，欧州のジャーナ

ルでは記述的な分析や個別企業のケースも尊重

されているものの.基本的に小売国際化研究が

盛んであるため.その中で一部の小売フラン

チャイズ企業が取り上げられるにとどまる傾向

が強い。つまり，圏内フランチャイジングを正

面切って論じるものが少ないのである。このよ

うな欧・米での研究特性の結果，全体的に見た

場合，国際フランチャイジングの実態を記述的

に分析したものが少ないという特徴があること

には注意が必要であるといえよう。

さて，欧米における近年の研究書としては，

フランチャイジング一般に関するブレアとラ

フォンテーヌ(Blairand Lafontaine， 2005)お

よびリーデイングスであるラフォンテーヌ編

(Lafontaine (eds)， 2005)が出されており，国

際フランチャイジングに的を絞ったものとして

はアーロン (Alon，2006a)カ宮ある。また，ビジネ

ス法実務者向けの概説書としては，コニスペル

ク(Konigsberg，2008)やネッツアー編 (Netzer

4) アメリカは圏内市場が巨大であったことから大
手レギュラーチェーンの国際化は遅れ， 1991年に
ウォルマートがメキシコに進出し， 1993年にコス
コがイギリスに進出した頃からようやく始まる。
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(eds) ， 2008)などが挙げられる。後者は世界20

カ国の状況をまとめたものである(日本は含ま

れず)5)。

一方，日本ではフランチャイジング(ピジネ

ス・フォーマット型)は1963年にダスキンや不

二家が始めたが(小鳥， 2006)， 1960年代の日

本のフランチャイズはまだ手探り状態であり.

本格的な発展は1970年代にアメリカからマクド

ナルドを始めとする大量のフランチャイズ・シ

ステムが移転されるまで待たねばならなかった。

国際化も1970年代中頃には始まった(どさん子

ラーメンや吉野家のアメリカ進出)が，それが

盛んとなるのは1980年代後半以降のことであり，

アメリカや欧州に大きく遅れをとってきた。

しかし，このような実態の遅れ以上に日本で

はこの領域に対する研究者の関心が低く.小売

国際化研究ですら1990年代の後半になってよう

やく本格化したのが実情であった6)。国際フラ

ンチャイジングの研究は，それよりもさらに大

きく遅れてきたのである。それゆえ日本では，

①業態研究のーっとしてコンビニや外食と

いったフランチャイズ企業の国際化を取り上げ

たもの(JII辺， 2006，川端， 2002， 2007， 2008a， 

2008b， 2009，鐘， 2005， 2009)や，②小売国

際化研究の一環としてフランチャイズ方式での

市場参入(参入モードとしての国際フランチヤ

イジング)を検討したもの(白石・鳥羽， 2006， 

鳥羽， 2006，鳥羽， 2009)，あるいは③小売

技術移転研究のーっとしてフランチャイジング

やコンピニなどのフランチャイズ企業を取り上

げたもの(青木， 2008，金， 2005， 2007， 2008， 

深海， 2006a， 2006bなど)は見られるものの，

国際フランチャイジングを正面から捉えた論考

は許・川端 (2004)や川端 (2008c) くらいし

か見られないのが実態である。

5) 小売国際化の入門書であるスターンクィスト
(Sternquist， 1998， 2007)の中でも.国際フラン
チャイジングの概要・要点を手短に解説しており
参考になる。 2007年版は日本語に訳されている
(若林・崖ほか訳， 20凹)。
6) 最初の学術書としては向山 (1996)がある。

E フランチャイズの国際化研究の
始まりと実態への関心

既述のように，アメリカでは1950年代から外

食やホテルを中心にしてフランチャイズが急速

に発展した。カナダを中心とする隣接国への進

出も早くから始まり， 1960年代には欧州にもか

なり進出していた7)。しかし一方で，研究者達

は1960年代末になってもフランチャイジングと

いう手法自体にまだ懐疑的な意見をもっていた

ことには注意を要する。たとえば.オクセン

フェルドとケリー (Oxenfeldtand Kelly， 1968) 

は， Iもし我々が正しければ，資金や人材をも
たらし(代替し)，アントレプレナー精神をも

たらす(育てる)というフランチャイジングの

重要な特性が，実は大きな誤りであることが明

らかになるであろう」と述べている (p.69)。

1960年代のアメリカではフランチャイズブーム

が生じていたが，一方でフランチャイズを巡っ

て多くの訴訟も生じており，中には詐欺まがい

のものが見られたことから.フランチャイズは

一時の流行に過ぎず実効性は乏しいという見方

も少なくなかったのである。端的には，研究対

象に値するまともなビジネスだとは思われてい

なかったともいえ，むしろ新しい訴訟事案を担

当しなければならなくなった法律家たちの関心

の方が高かったのが実態であった。

このようなフランチャイジングに対する評価

(信頼)が研究者の間で定着するのは， 1970年

代に入ってからのことだと考えられる。アメリ

カの商務省の調査では， 1975年時点でアメリカ

のフランチャイズ企業の販売額は小売業全体の

27%に達し，かなりの存在感を有するように

なっていた8)。また，パーカー (Parker，1972) 

7) 先述のように日本のフランチャイズはアメリカ
のフランチャイズ企業が進出してくる前の1963年
に始まるが，草分け企業の不二家やダスキンもア
メリカのフランチャイズを独自に研究して導入し

たのであり.アメリカからの移転(拡散)である
ことには違いがない。

8) U. S. Department of Commerce，“Franchising 
in the Economy， 1973-1975'¥1975， p. 5. 
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のように，フランチャイズを巡る問題を一面的

に捉えない(悪と決めつけない)論考も出始め

る。パーカーは，本部と加盟者との間で生じて

いるさまざまな問題は.結婚生活のように両者

の長い関係における一場面として冷静に捉えら

れるべきであるとし長期に渡る観察と分析

(実証研究)の必要性を主張しているのである。

実際. 1970年代になると囲内市場のフランチャ

イジングに関する論文は徐々に増大し始めてい

くのである。

このような事情もあって，国際フランチャイ

ジングは実態としては1960年代から盛んになっ

ていたにも関わらず，それを対象とした研究は

1970年代に入ってようやく登場し始めるのであ

り，本格化するのは1980年代末頃まで待たなけ

ればならなかった。論文数が急増してくるのは

1990年代以降のことである。

国際フランチャイジングの研究で最初に行わ

れたことは，アメリカのフランチャイズ企業の

国際化(国際フランチャイジング)の実態把握

であった。アメリカの国際フランチャイズ協会

(IFA)の調べでは. 1969年時点ですでに14%

のフランチャイズ企業がカナダを主とする海外

に進出していたとされるが. 1970年代になると

それが一気に拡大していく。 1970年代前半のア

メリカにおける実態は，ウオーカーとエッツェ

ル (Walkerand Etzel. 1973)およびハケット

(Hackett. 1976)が明らかにしている。それに

よると，前者は1970年時点で66杜が海外に進出

しているとし，後者は1975年時点で85社が進出

をしていることを確認している。表1.表2は

ハケット (1976)による調査結果を整理したも

のである。

表1では，当時すでに各国にマスター・フラ

ンチャイジーが設立されており，かなりの数に

上る庖舗が世界中に出庖されていたことが分か

る。また，表2は海外進出フランチャイズ企業

の業種別・時期別進出数をみたものである。こ

れによると，業種的には対事業者サービス業

(雑多な業種が含まれる)や外食(ファースト

フード)業が多くなっており，進出時期的には

表l アメリカ FC企業の主要国への出庖状況

進出先 庖舗数 進出先 庖舗数

隣接国 アジア

カ ナ ダ 2.832 日 本 1.087 
メキシコ 262 フィリビン 50 

南米
マレーシア 41 

ブラジル 51 イ ン ド 19 

アルゼンチン 62 香 港 16 

ベネズエラ 50 中東

欧州
イ フ ン 25 

イギリス 1.535 
レノTノン 22 

フランス 155 イスラエル 18 

ド イ ツ 162 オセアニア
イタリー 255 オーストラリア 251 
スペイン 134 ニュージランド 44 

スカンジナビア 101 ソ連 8 

出所) ハケット(1976)，EXIBIT II， p. 68を大幅改変。

戦前から進出した企業もみられるものの. 1960 

年代以降に集中していることが分かる。これら

は，初期の実態を知るデータとして貴重である。

さて. 1980年代になると，アメリカのフラン

チャイズ企業の国際化は一段と進展して行く。

ウェルチ (Welch.1989)は. 1985年時点のア

メリカのフランチャイズ企業による海外進出情

況を整理している。それによると. 1971年時点

に156杜であったものが. 1983年には約2倍の

305杜となり. 1985年には342社にまで達してい

た。また. 1985年時点では，アメリカのフラン

チャイズ企業の海外庖舗の約 7割がカナダ，

オーストラリア，イギリス，日本の4市場に集

中していた(日本には66杜が進出し庖舗数は

7.124庖)ことも明らかとなっている。つまり，

日本はすでにアメリカのフランチャイズ企業に

とって，非常に重要な海外市場となっていたの

である。アメリカのフランチャイズ企業の海外

進出動向については，その後はアイデインと

カッカー (Aydinand Kacker. 1990)やジュリ

アンとカストロジョヴアンニ(Julian and Cas-

trogiovanni. 1995).そしてシェーン CShane.

1996)らが統計的に分析を行っている。とくに

シェーンは，アメリカの815のフランチャイズ
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表2 アメリカ FC企業の時期別・業種別の海外進出数

業 種 1939以前 1940-49 1950-59 

自動車サービス 。 O I 

対事業サービス 2 O 2 

レンタカー O l 

リクレーション O O O 

食品小売 O O O 

ファーストフード l O O 

ホテル・モーテル O O O 

ソフトドリンク 2 2 4 

その他 2 l 2 

7 4 10 

出所) ハケット(1976)，EXIBIT 1， p. 67を大幅改変。

企業を取り上げ，多様な要素(変数)聞の相関

関係の分析や回帰分析によって，海外進出フラ

ンチャイズ企業の特性を明らかにした(内容は

次章参照)。

ところで¥アメリカ企業が世界中に拡散させ

たフランチャイズという経営方式は. 1980年代

になると世界各地でフランチャイズ企業の発展

を促すこととなった。そこで. 1990年代に入る

と各国のフランチャイズ業界の実態(事情)に

対する関心が高まってくる。サウジアラビアの

状況を分析したトウンカルプ (Tuncalp.1991). 

欧州におけるフランチャイジングの発展状況を

概説したサンハヴイ (Sanghavi.1991)イギリ

スにおけるアメリカ系ファーストフードフラン

チャイズ企業の実態を捉えたプライス (Price.

1993) .ポルトガjレのフランチャイズ業界を分

中斤したゴンサルヴェスとドゥアーテ(Goncalves

and Duarte. 1994). イギリスとイタリアの状

況を見たマナレシとアンクルズ (Manaresi

and Uncles. 1995). オーストリアの状況を紹介

したグラッツとチャン (Glatzand Chan. 1999) 

などはその例といえよう。

その後も，スペインのケースをみたガミルと

メンデス (Gamirand Mendez. 2000). ロシア

の状況を見たアーロンとパナイ (Alonand 

Banai. 2000). ブラジル小売業の国際化の中で
同国のフランチャイズ実態を紹介したアレクサ

1960一白 1965-69 1970-75 合計|

3 2 l 7 

l O 4 9 

O l 3 16 

2 O 2 4 

5 5 9 19 

l 2 4 8 

2 2 3 7 

1 l l 11 

4 4 14 

16 17 31 85 

ンダーとシルヴァ (Alexanderand Silva. 2002) . 

新興市場を捉えたアーロン (Alon.2004) .ウ

クライナの実態を紹介したペレティアッコほか

(Peretiatko et al.. 2009)などの分析がみられる。

さらに，このような各国でのフランチャイズ

の発展は，各国の地場資本のフランチャイズ企

業による 2次的な国際化を生んで、いった。たと

えば，ウェルチ(1990. 1992)は1980年代の

オーストラリアのフランチャイズ企業の海外進

出を分析しており，また前述のダントほか

(Dant et al.. 2008)では，アメリカ.フランス，

ブラジルの3カ国のフランチャイズ企業による

海外進出を分析している。 なお.世界的視野

でフランチヤイジングの拡散状況を分析したも

のに，ホフマンとプレブル CHoffmanand Pre-

ble.2004)がある。これによると，全体的には

アメリカ，イギ‘リス.フランスのフランチャイ

ズ企業の海外進出が多いことが分かる (p.106.

Table ill)。

ただし日本のフランチャイズ企業による海

外進出については，残念ながら欧米の研究者は

分析を行ってこなかった。わずかに.イトー

ヨーカ堂(セブンイレブン・ジャパン)による

米サウンスランド社買収による進出がスパーク

ス (Sparks.1995. 2000)によって取り上げら

れている程度であり，ほとんど空白領域となっ

ている。近年出されたコニスペルク (2008)に
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よる概説書における日本のフランチャイズ業界 (1990)が提起した企業規模要因や，カーニー

の紹介部分を見ても， 1980年代の文献やアメリ とゲダイロピッチ (Carneyand Gedajlovic， 

カの国際フランチャイジング協会のデータに基 1991)が注目した庖舗数や直営庖舗比率といつ

づいてごく短く紹介されているにすぎない。 た要素などより大きな影響を及ぼすとされてい

1970年代から多くの欧米フランチャイズ企業が る9)。先に挙げたシェーン(1996)も計量的な

進出してきたことや，地場のフランチャイズ企 分析に基づいて，進出要因分析を企業レベルで

業が発展していることは欧米でも認識されては 行っている。そこでは.海外進出(で成功す

いるが，日本からはまとまった情報が発信され る)フランチャイズ企業は，規模や圏内での成

てこなかったことがうかがえるのである。

町 進出要因・意思決定や進出手法に

関する関心

このように，国際フランチャイジング研究は.

1970年代から始まるフランチャイズ企業の国際

化における実態解明を通して開始されたのであ

るが，それと同時に，なぜ海外進出をしたのか

という進出要因(動機)や意思決定の研究も進

んだ。しかし，当初は「進出先市場の潜在的な

加盟ニーズJの存在(ウォーカーとエツツェル，
1973)や.あるいは「圏内市場の飽和J(市場
飽和要因)や「進出先市場における潜在的な優

位性J(ハケット， 1976およびアイデインと
カッカー， 1990)といった環境要因で説明しよ

うとする傾向が強くみられた。とりわけ，市場

飽和要因は，大した根拠が示されることなく，

多くの論文で進出理由として挙げられてきたも

のである。

しかし「もし市場飽和だけが海外進出の理

由なら.フランチャイズ産業のすべての企業が

進出するはずである」とケデイアほか (Kedia

et al.， 1994)が指摘するように (p.57)，環境

要因だけでは説明の核心に迫れない。そこで.

1990年代になると，同じ環境下でなぜ海外進出

を行う決定をする企業と国内に止まろうとする

企業が生じるのか， という企業レベルの意思決

定に関する研究が出てくる。たとえば，ケデイ

アほか (1994)はアメリカの142のフランチャ

イズ企業に関する有効回答サンプルを分析し

「市場拡大(成長)願望や利益増大願望に対す

る経営(陣の)姿勢」が重要な決め手となるこ

とを主張した。それは，アイデインとカッカー

功度とは関係なく，海外のパートナーとの緊密

な連携関係を構築する能力や海外のパートナー

に対するモニタリング(監督)能力に長けてい

ることが明らかにされている。

このような進出要因・意思決定分析が盛んと

なるのは1990年代の特性の一つであったが10)

それはアーロン (Alon，1999)の著書にほぼ集

約されているといって過言でない。アーロンは

アメリカのフランチャイズ企業のデータを用い

て，それまでの研究成果と課題を踏まえながら，

海外進出の意思決定にどのようなファクター

(主体特性)が影響を及ぼすのかを計量的に分

析(仮説検証)した。

アーロンの研究は，①フランチャイズ企業

を小売業・ホテル業・対事業所サービス業の3

つに分けて国際化への意思決定要因を分析して

いること.②これまでのフランチャイジング

研究で個別に用いられてきた資源ベース理論と

エージェンシ一理論を統合的に用いたことに特

徴があるが，分析の結果では，意思決定には組

織的な要因や個別企業の事情が大きな影響をも

たらしていることが明らかとなっている。それ

まで多くの研究が指摘してきた，圏内市場の飽

和や進出先市場の特性といった環境要因は，進

出の意思決定には決定的な影響を与えていない

ことが示されている。このアーロンの研究には

9) ケデイアほか (1994)の論文では，進出要因研
究も含めた1990年代初頭までの文献サーベイがな
されており参考になる。
10) 進出要因分析は， 1990年代に隣接領域の小売国
際化研究においても見られた動きであった。進出
要因分析を含めた1990年代末までの小売国際研究
のサーベイは，川端 (2000)の付章 (266-281頁)
を参照されたい。
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課題も残るが，いわば1990年代の研究のひとつ

の到達点といえるであろう。

さて.1990年代には海外展開を行うフラン

チャイズ企業が増大したこともあり，進出要

因・意思決定分析と共にその進出手法にも光が

あてられるようになる。とくに. ["マスター・

フランチャイジング」という手法には多くの研

究者が関心を示した。これは，海外に進出する

にあたり，相手先の l企業にその国でのフラン

チャイズ権を付与する手法(マスターフラン

チャイジーに指名する手法)であり，そのパー

トナー企業に現地本部の機能を持たせて現地で

の庖舗開発と運営を任せ(代替させ).その対

価としてパートナー企業から本国側が加盟金や

ロイヤリティを受けとる手法である。この手法

は本国側の投資額と投資リスクを大幅に軽減さ

せるが，当然のことながら自社の商標・ブラン

ドを貸与して現地での出庖や運営のすべてを任

せるマスター・フランチャイジーを，本部がど

のように選ぶのか，またどうコントロールする

かが問題となる。とはいえ，調査会社のアー

サー・アンダーセン杜によると，海外に進出して

いるアメリカのフランチャイズ企業は. 1989年

時点で59%が. 1996年時点で81%がマスター・

フランチャイズ方式を利用する手法を採用して

いたとされる(チョーほか.Choo et al.. 2007)。

マスター・フランチャイズ方式は，実質的に

は1960年代からすでに海外進出に際して用いら

れてきたが.その意義や効用が意識されるのは

1980年代になってからである。ジャステイスと

ジャッド(Justisand Judd. 1986)は，当時アメ

リカ国内で行われ始めたマスター・フランチャ

イジングを検討しそれはスピーデイーな庖舗

拡大(顧客の囲い込み)や資金面やキャッシュ

フロー面での優位性といったメリットを生むが，

他方で契約期間の長さが生むリスク，つまりマ

スター・フランチャイジーへの権限集中，本部

の収益の減少といったデイメリットも生じるこ

とを指摘している。

これは，海外進出において進出先の金業にマ

スター・フランチャイズ権を与える際にも当て

はまることである。 1990年代の末にはマス

ター・フランチャイズ方式は国際フランチャイ

ジングにおいてポピュラーな手法となっていた

が，それは新たな課題を本部にもたらしていた。

たとえば，ライアンズほか (Ryanset al.. 1999) 

では，マスター・フランチャイズ方式を採るア

メリカのフランチャイズ企業の幹部に対するア

ンケート調査(有効回答39)の結果. ["マス

ター・フランチャイジーとの効率的なコミュニ

ケーシヨンが取れていないJと回答した企業が
約47%にのぼることが示されている。

なお，カルニンズ CKalnins.2005)はアメリ

カのフアーストフード企業による142の国際マ

スター・フランチャイズ契約を基に，マス

ター・フランチャイジーが一定期間内に一定数

の庖舗を出庖する義務条項に着目した興味深い

分析を行っている。それまで不足していた契約

内容に踏み込んだ分析として貴重といえよう。

V 国際フランチャイジングの
理論への関心

このような実態をベースとした研究が深まり

を見せる中で，国際フランチャイジングの理論

的な研究も1980年代後半頃から始められる。国

際フランチャイジングを理論的に理解しようと

した草分けは.市場参入戦略の研究者である

ルート (Root.1987. 1994)であろう o ルートは，

海外市場参入モードのひとつとしてのフラン

チャイズ方式に注目した。そして，市場参入手

法としてのメリットとデイメリットを明らかに

した。分かりやすく整理すると次のようになる。

まずメリットとしては，①少額投資でス

ピーデイーに成長できること，②マーケテイ

ング手法の個別性を標準化できること，③(商

標や商品，ノウハウが提供されることから)加

盟者に高いモチベーションを与えられること，

④リスクが小さいこと，などを挙げた。一方，

デイメリットとしては①本部の利益(取り

分)が減少すること，②加盟者による庖舗運

営に対するコントロールが完全には出来ないこ

と③(ノウハウ流出や加盟者の脱退などに
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よって)競争相手を生み出す可能性があること，

④契約条項に関して政府の規制を受けること，

が挙げられている 0987.p. 110)。

フランチャイジングの参入モードとしてのメ

リット・デイメリットについては，ルート (1987)

以降も何人かの研究者が論じており，それらは

ノf一トンとクロス (Burtonand Cross. 1995) 

が一覧表で整理している (p.39. Table 3-1)。

しかしそのポイントは上に掲げたルートによ

る指摘でほぼカバーされていると言えよう。

その後の研究者たちが注目した点は，フラン

チャイズという参入モードは投資費用の節減や

リスク軽減，あるいは成長スピードを早めると

いった効果を持つことであり，それがゆえに資

金を持たない企業やリスクを負いきれない企業，

海外市場での販売チャネルを持たない企業に

とって有利な参入モードとなっている点であっ

た。いうまでもなく，これはなぜフランチャイズ

方式で海外進出を行ったのか(フランチャイズ

という市場参入モードを選択するのか)という

問題や，なぜ資金力がなくノウハウレベルが低

い外食やサービス業がこの方式を採用するのか

といった問題に，理論的な基盤を与えたのである。

このような理論的な説明は，その後は資源

ベース理論(資源制約論)やエージ、ェンシ一理

論と結びつけて理解され，多くの研究者たちに

受容されていった。参入モード論は1990年代末

にピークを迎えるが，クイン (Quinn.1998b) 

は小売国際化にとっての参入モードとしてフラ

ンチャイジングを捉え. 1990年代までの議論を

整理している。

ただし.国際フランチャイジング研究におけ

る理論を見ると. 1980年代から一貫して資源

ベース理論とエージ、ェンシ一理論でしか論じら

れてこなかった点が大きな特徴となっている。

取引コスト論なども用いられることもあるが，

ノt一トンほか (Burtonet al.， 2000)など少数

派に過ぎないしリスク論や組織学習論に基づ

く論考も見られるがマイナーなものにとどまる。

しかし資源ベース理論もエージェンシ一理

論も，そもそもは他分野の理論である。前者は

マサチューセッツ工科大学教授のB.ワーナー

フェルト (BirgerWernerfelt)が1980年代中

盤に経営戦略論研究の中で提唱した考え方であ

るし後者は取引コスト論と同様に経済学の新

制度派経済学の中で発展してきたものである。

また.それらはもともとは国内でのフランチャ

イジングを論じる場合の理論として引用されて

きたものであって，それをそのまま国際フラン

チャイジングの研究にも用いているのである。

したがって，フランチャイジングや，国際フラ

ンチャイジングに関する固有の理論が展開され

てきた訳ではないことには留意すべきであろう。

以下，簡単にこの 2つの理論が国際フラン

チャイジングにどのような理屈付けをしてきた

のかを整理しておきたい。

(1) 資源ベース理論 (Resource-BasedTheory) 

資源ベース理論とは，その企業が有する資金

や人材といった経営資源の豊かさや欠乏度の観

点から，企業戦略や企業競争を捉えるものであ

るが，それはフランチャイジングを理解する際

にもしばしば用いられる。そもそも，経営者は

なぜレギュラーチェーン方式ではなくフラン

チャイズ方式を選択するのかというと.それは

フランチャイズが資金(投資)や人材(社員の

雇用)を必要としないからである。さらにいう

なら，投資や雇用から生じるリスク負担をも回

避できるからである。つまり，経営資源が不足

している(資源制約 ResourceConstraint)企

業が成長しようとする際に選択されるのがフラ

ンチャイズだといえよう。この資源制約論が，

圏内でフランチャイズ方式を採用する論拠と

なってきた。

では，これは国際フランチャイジングにも当

てはまる理論なのであろうか。この論理に依拠

するなら，国際化に際して(直接投資ではな

く)フランチャイズ方式を選択する企業は.投

資資金が不足してイタリア，国際的な事業を展

開する人材が社内に不足している企業となる。

つまり，小規模な企業，歴史が浅く人材が育っ

ていない企業，海外ノウハウの無い企業ほど，
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国際化を行うに際してはフランチャイジングを

選択する可能性が高いということになるのであ

る。しかし.この推論は現実に国際化を行って

いるフランチャイズ企業の分析結果とはずれ

ており，多くの研究で否定されてきた (Carney

and Gedajlovic. 1991. Lafontaine and Kaufmann. 

1994. Combs and Castrogiovanni. 1994など)。

常識的には，圏内で十分に発展していなし、小

規模で若い企業が海外市場を指向することは考

えにくく，その点では，国際化指向が強い企業

は資源の豊かな企業であるともいえる。つまり

規模が大きくて(資金が豊富).圏内市場での

歴史も長く(市場占有度が高く)，その聞に人

材やノウハウが育っている企業ほど.海外進出

をしようという意思決定をしやすいと考える方

が素直であろう。そのような企業は市場飽和感

も強い(圏内市場での成長余地が小さい)ため，

多くの研究者が漠然と市場飽和をフランチャイ

ズ企業の海外進出要因として捉えてきたともい

えよう。

しかし，一方で異なる研究結果も見られる。

シェーン (1996)の検証結果では.企業規模の

大きさや歴史の長さは，海外進出とは関係がな

いとされているのである。そこでアーロン

(1999)は.資源ベース理論を基に，これまで

の多数意見を踏まえて，①規模の大きな企業

ほど，②歴史の古い企業ほど，③成長性の高

い企業ほど，国際フランチャイジングへの指向

が強いという仮説を改めて検証した。そこでは，

従来の特定年次のデータではなく. 1990-1997 

年という長期間のデータを用いているのが特徴

である。その結果，企業規模や企業の歴史は，

やはり関係がないことが判明したのである。

現実には，小規模で創業間もない(資源制約

の大きな)フランチャイズ企業でも，ケデイア

ほか (1994)がいう経営者の認識や姿勢 (Man-

ageria1 Perceptions and Attitudes)によって，

果敢に海外進出を行っているのである。むしろ，

それを可能とするのがフランチャイズ方式での

国際化の最大の特徴だといえるであろう。アー

ロンの研究は，フランチャイズ方式が直接投資

とは本質的に異なるものであるがゆえに，国際

化を行う企業の性質も異なることを確認したも

のといえ重要である。

(2) エージェンシ一理論 (AgencyThωry) 

エージ‘ェンシ一理論とは.プリンシパル(依

頼主)がエージ‘ェント(代理人)に業務を依頼

し代行させるという視点から，経済や(企業)

組織を捉えようとするものであり，政治学(政

治家を有権者のエージェントと見なす)の議論

でも用いられている。フランチャイジングでは，

本部がプリンシパルに.加盟者がエージェント

に相当するため，この理論に基づいた理解や分

析がしばしばなされてきた11)。

つまり，加盟者は本部のエージェント(代理

人)として，フランチャイズ・システムのコン

セプトを忠実に守って，契約通りの業務を実行

し.また現地市場の情報を収集して的確な対応

を行いフランチャイズ・システムの価値を高め

る義務がある。しかし現実には.エージェント

は本部の目の行き届かないところでコンセプト

や契約を守らないこともあり，また現地の市場

動向(変化)への的確な対応を怠るなど.iエー
ジェンシー・スラックJ(いわばモラルハザー
ド)が生じることとなる。たとえば，商品や

サービスの質を落とす，接客ノウハウを守らな

い.契約通りのロイヤリティを本部に支払わな

い，現地市場に関する情報収集を行わず必要な

情報を本部に伝えないといったことである。こ

れは，本部にとってはフランチャイズ・システ

ムの存亡に関わる問題でもあり.何としても避

ける必要がある。

そこで，フラッドモエ=リンクィスト (Flad-

moe-Lindquist. 1996) も指摘するように.本

11) フランチャイジング研究におけるエージェン
シ一理論関係の論文については，ラフォンテーヌ
(Lafontaine.2005)編の rFranchiseContracting 
and OrganizationJ (Edward Elgar)に1976年~
2005年までの主要論文10編が納められている。た
だし国際フランチャイジングとは直接関係のな
いものがほとんどである。
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部はエージェントに対する高度な監督(モニタ

リング)能力を要求されることになるのである

が，これには当然コストが生じる。このコスト

は，エージ、エンシ一理論では「モニタリング・コ

スト」と呼ばれてきた。これは，フランチャイ

ズ企業にとってはいわば宿命的ともいえる必要

不可欠なコストである。それゆえ，エージェン

トのモニタリング・コストを如何に低減させる

のかが本部にとっての重要な課題となってきた。

このようなモニタリング・コストの削減

(エージェンシー・スラックの回避)策として

は.①加盟者の選定を如何に行うか.②加盟

者にどのようなインセンテイブを与えるか.な

どを考えねばならないといえよう。ドーァティ

とクイン (Dohertyand Quinn， 1999)は，こ

のエージェンシ一理論が国際フランチャイジン

グを考える際にもたらす示唆を包括的に整理し

ており.その中でエージェントと本国の本部と

の聞に生じる情報の非対称性がもたらす影響に

ついても論じている。

このフランチャイジングが有する根本的な問

題は，国際フランチャイジングを考える場合に

も重視されてきた。海外進出に当たっては，ま

ずは適切な海外のエージ、エント=パートナー企

業(マスター・フランチャイジー)を探索・選

定しなければならない。パートナーの選定問題

については，コネル (Connell，1997， 1999)， 

ジャンプリンガンとネヴイン(Jambulingan 

and Nevin， 1999)やアルティナリとワン (Alti-

nary and Wang， 2006)，クラーキンとスワペ

リー (Clarkinand Swavely， 2006)，アルテイナ

リィ (Altinary，2006)，チョーほか (Chooet 

al.， 2007)，ワンとアルテイナリィ (Wangand 

Altinary， 2008)， ドーァティ (Doherty，2009)， 

ヴァイシユナブとアルテイナリィ (Vaishnav

and Altinay， 2009)などの論考がある。

また，コムズとカストロジョヴァンニ (Combs

and Castrogiovanni. 1994)らが指摘するエー
ジェントのモニタリング・コストの高さの問題

や，加盟者にどのようなインセンテイブを与え

るべきかといった問題(たとえばフレーザー・

Frazer， 1998)なども，検討が遅れているテー

マと言えよう。これらの問題を解くには，まず

は実態分析をやる必要があるが，次章で述べる

ように，欧米では個別企業の実態に深く入った

研究が少なく，むしろ統計的な研究が中心と

なってきたのが現実である。

ところで先述のアーロン(1999)では，エー

ジ、エンシ一理論に基づく仮説も検証されている。

具体的には，①本部と海外エージェントとの

課金面での結合度(加盟保証金など)が強けれ

ば強いほど，②囲内での地理的分散度が大き

ければ大きいほど，国際フランチャイジングへ

の指向が強いという仮説である。①は，一般的

に海外の加盟者が本部の指示を守らず契約解除

となった場合には加盟保証金などが返却されな

い契約になっていることから，それが高額なほ

ど加盟者は本部の指示に従うであろうというも

ので，それがモニタリング・コストを減少させ

るため.海外に出やすくなるという仮説である。

一方，②は，圏内(アメリカを想定)で多くの

州に広く展開しているフランチャイズ企業は，

高いモニタリング・ノウハウを有しているので，

海外にも出やすいという仮説である (p.31)。

①の課金面での結合関係 (PriceBonding)は，

シェーン (1996)がすでにフランチャイズ企業

の海外進出指向を高める重要なファクターであ

ることを指摘していたが，アーロン(1999)に

よる検証の結果でも，小売業，ホテル，対事業

所サービスのどの業種の国際フランチャイジン

グにも有意なファクターであることが確認され

ている。

②の地理的な拡大状況が国際化に影響するこ

とについても.アーロン (1999)では肯定的な

結果が出ている。その理由の 1つは，アメリカ

のフランチャイズ企業が初期段階で隣接するカ

ナダに進出した現象が，これに相当するからで

ある。カナダは圏内同様の市場であるため，囲

内での拡大の延長上で国際化が生じたのである。

また，圏内ですでに地理的に拡大しているフラ

ンチャイズ企業は成長機会が尽きやすく，海外

に新しい市場を求める可能性が高いことも.そ
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のような結果が出た理由としている。したがっ

て，この点ではアーロンは市場飽和要因を支持

している。

以上の資源ベース理論とエージェンシ一理論

という 2つの理論は.2000年以降の研究におい

ても.フランチャイジングの基礎理論としてサ

シとカルップ (Sashiand Karuppur. 2002)や

グラッグとラシード (Gragand Rasheed. 2003). 

チョウとフラザー (Chowand Frazer. 2003). 

カストロジョヴァンニほか(Castrogiovanni. 

Combs and ]ustis. 2006a. 2006b)を始めとする

多くの研究に引用されてきた。しかし残念な

がら.これら「借用された理論」を超えるフラ

ンチャイジング独自の新しい理論はまだ見出さ

れてはいない。

羽 個別企業の進出後のオペレーション

実態に対する関心

次に実態分析研究に目を向けてみたい。先に

示したように，国際フランチャイジング(フラ

ンチャイズ企業の海外進出)については，海外

進出企業の特性，海外進出の動機・要因，フラ

ンチャイジング方式の選択(参入モード選択)

要因.などに関心が集中してきた。しかも，そ

の分析手法はアメリカの学術雑誌(のレフェ

リー達)が好む計量的な分析を行ったものが多

く，かつ資源ベース理論とエージ、エンシ一理論

による解釈が圧倒的多数を占めてきたのである。

いうならば.rどのような企業が進出したの
かJrなぜ進出したのかJrなぜフランチャイズ
というモードを選択したのか」といった海外

「進出時の問題」に関心が偏ってきたのであり.

且つ分析手法も多くのサンプルを統計的に処理

するものに偏ってきたのである。

その結果，各企業による「進出後のオベレー

ションの国際化実態Jにはほとんど光りがあ

たってこなかった。進出後にどのようなオベ

レーションを行い， どのような問題を経験した

のか，それをどう克服したのか，そこから見え

る進出後の成功と失敗を左右する要因は何か，

また従来から指摘されてきたフランチャイジン

グの理論的優位性が本当に機能するための条件

とは何か，といった経営の視点からの具体的な

研究がほとんど存在しないことが，この領域の

研究の大きな特徴ともなっているのである。

小売国際化研究においては，このような進出

後のオペレーションを巡る問題(とくにその変

化=現地適応化の問題)は，小売国際化プロセ

ス (RetailInternationalization Process)研究と

してすでに蓄積がある。わが国でも.矢作(2007)

によるイオンやイトーヨーカ堂の国際化を例に

した研究がある。また，川端 (2000)では，撤

退要因の分析もなされている。しかし国際フ

ランチャイジング研究においては，この部分へ

の関心はまだ低いと言わざるを得ないのである。

個別企業の国際フランチャイジングを分析し

たものは.管見する限り，ベネトンを取り上げ

たヴイグナリーほか (Vignaliet al.. 1993)や

シルヴァステーキ・レストランを取り上げたハ

ジマコウとパーネス(Hadjimarcouand Barnes. 

1998)それにデベナムズ (Debenhams)百貨

庖を取り上げたジョンズ(Jones.2003) くらい

である。もちろん，この他にも海外でフラン

チャイジングを行うマークス&スペンサー百貨

庖を取り上げたホワイトヘッド (Whitehead.

1991. 1992)やジャクソンとスノfークス(Jack-

son and Sparks. 2005)などの論文もあるが，

それらは小売国際化研究の一環として行われて

おり.フランチャイジング研究の視点はほとん

どない。

このような状況の中で，アーロンが圏内では

フランチャイジングを千子っていないにも関わら

ず，海外ではフランチャイジングを行うコダッ

ク (Kodaks)(Alon. 2001)の中国市場進出と

マークス&スベンサー百貨庖 (Alon.2006b) 

の海外戦略に焦点をあてて，その実態を分析し

ていることはj主目に値:しよう。また，クイン

(Quinn. 1998a)やクインとドーァティ (Quinn

and Doherty. 2000) も，これまでの研究の統

計分析への偏りを踏まえて，深いインタビュー

調査による記述的分析 (EthnographicStudy) 

を行っている。しかし現時段階に至ってもこ
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のような分析はほとんど増加していなし、

刊 新しい研究視角の登場

ところで.近年では新しい動きも出てきてい

る。たとえば，フランチャイジングを本部と多

数の加盟庖から成るネットワーク組織の視点か

ら捉え直す傾向が挙げられる。

ネットワークをキーワードにした論考は多様

なものカfあるカ宝.たとえばクイン (Quinn.

1999)やクインとドーァティ (2000). ドーァ

ティとアレクザンダー (Dohertyand Alexander. 

2006).あるいはドーァティ (Doherty.2007) 

に見られるフランチャイズというネットワーク

を本部がどうコントロールするのか，どうサ

ポートするのかという問題意識は.従来のエー

ジェンシ一理論に基づく本部によるエージ‘ェン

シーのモニタリングという枠組みを超えた大き

な観点を示しているといえる。また.Iガパナ
ンスJという言葉を用いてネットワークの問題
を議論しているアゼヴェドとシルヴァ (Azeve-

do and Silva. 2007)も注目に値しよう。近年，

議論が盛んとなってきた企業ガパナンスの視点

からフランチャイジングを捉えることは，本書

においても理論構築の基盤として重視されてい

るが，その詳細は次章で述べたい。

さらに，ベリゴット (Perrigot， 2008)やダン

トほか (Dantet al.. 2008)のように，国際フ

ランチャイジングにおいて本部がフランチャイ

ズ庖と直営庖を併用する複合唐錦組織 (Plural

Forms)を採用することに注目した研究もネッ

トワークのあり方に関するものといえる。この

問題は，国際フランチャイジング研究において

は比較的新しい課題であるがフロップとフォー

ワード (Fulopand Forward. 1997)が整理し

たように国内フランチャイジング研究ではかな

り以前から議論されてきたものである。フラン

チャイズ組織を研究したブラダック (Bradach.

1998)の著書においても，この複合形態の利用

を通じた組織の在り方が注目されている。なお，

ピルクルとポゼルト (Burk1eand Posselt. 2008) 

はリスクマネジメントの観点から，なぜ複合庖

舗組織がフランチャイジングにおいて採用され

るかを説明している。

このようなネットワークの視点からフラン

チャイジングを論じた論考は.ウインドスペル

ガーほか編 (Wuindspergeret al. (eds). 2004) 

にまとまった形で納められている。そのほかに

もクリケットほか編 (Cliquetet al. (eds)， 2007) 

やヘンドリクスほか編 (Hendrikseet al. (eds). 

2008)によるネットワークやガパナンスに関す

る編著書の中にもフランチャイジング関係の論

考が見られる。しかし，それらの多くは圏内の

フランチャイジングを前提としており.国際フ

ランチャイジングをテーマとしたものはまだ少

ない。したがって，今後は国際的なネットワー

クのガパナンスという観点を，国際フランチャ

イジング研究にどう取り込んでいくのかが重要

となろう。

珊新興市場への進出研究

最後に.新興市場への進出研究の動向につい

て触れておきたい。新興市場へのフランチャイ

ジングでの進出を取り上げたものは1980年代後

半から出始めるが，本格化するのは1990年代以

降である。 1990年代まではアジア諸国が取り上

げられ.2000年以降はロシア，中国，ラテンア

メリカなどが注目されている。途上国市場にお

ける小売フランチャイジングを検討したウェル

シュほか (Welshet al" 2006)では. 1980年代

末以降に出された新興市場におけるフランチャ

イジングに関する31の文献リストが示されてい

る (Table1， pp. 141-142)。このリストに掲載

された以外にも，ロシアへの参入に焦点をあて

たアーロンとパナイ (Alonand Banai. 2000). 

中欧・東欧市場やラテンアメリカ市場への参入

を見たウェルシュとアーロン編 (Welshand 

Alon (eds). 2001).途上国市場への進出とその

インパクトを整理したアーロン (Alon.2004)

などが挙げられる。

また，新興市場進出については，ホテルのフ

ランチャイジングを事例とするものもいくつか

見られる。ウーほか (Wuet al" 1998)は中国
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や東欧へのホテルチェーンの進出をとらえ，パ

インほか (Pineet al.. 2000)は中国のホテル・

フランチャイジングの発展動向を捉えた。また，

パンピサヴァスとテイラー (Panvisavasand 

Taylor. 2006)はフランチャイジングではない

ものの， タイに経営提携(マネジメント契約)

で進出したホテルについて契約内容に踏み込ん

だ分析をしている。

結び:欧米での研究の課題

以上.40年間に渡る国際フランチャイジング

研究の系譜を概観した。そこからは.欧米での

研究における，いくつかの課題が明らかとなる。

以下，理論面と実態分析面に分けて整理をして

おきたい。

[理論面の課題]

①フランチャイジングに関する固有の理論構

築の必要性。

②主体特性を反映した理論フレームの必要性。

③本部と海外パートナー・海外加盟屈との関

係性を取り込んだ理論フレームの必要性。

①はいうまでもなく，他領域から借りてきた

資源ベース(資源制約)理論とエージ‘ェンシ一

理論への過度な依存を修正すべきことを示すも

のである。借り物ではない，フランチャイジン

グ研究独自のフレームが構築されるべきであろ

うし，それを踏まえた国際フランチャイジング

のダイナミズムが議論される必要がある。

②は，従来の研究では主体特性への関心が低

く，特にアメリカで盛んな計量的分析において

は多様なフランチャイジング・システム(業

種)が一括して論じられる傾向にあった。アー

ロン (1999)では，その反省を踏まえて小売業，

ホテル，対事業所サービスの3類型化が図られ

ているが.その類型は単に形式的な業種分類に

過ぎない。フランチャイズ企業の主体特性をよ

り理論的に捉えた類型化が図られる必要性があ

り，それに基づく主体特性と国際化行動との関

係を解明する必要があるといえよう。

③は，フランチャイズの根幹に関わる本部と

加盟庖との関係を.どのように理論に取り込む

のかという問題である。従来は本部が加盟庖を

どのようにコントロール(統制)またはモニタ

リングするのか，そのリスクやコストを知何に

減らすのかという観点から捉えられてきた。し

かし近年では組織やネットワークのガパナン

スというより広い視点から捉えようとする動き

も見られる。国際フランチャイジングにおいて

は，海外のマスターフランチャイザー(パート

ナー)が本部と庖舗の聞に介在するため，この

問題が圏内の場合よりも一層複雑化する。した

がって，従来のエージ、エンシ一理論からの発想

を超えたより広い視点を持つガパナンス論を理

論フレームに取り込む必要があろう 12)。

[実態分析面の課題]

①アメリカ企業以外の実態分析の必要性(日

本含む)。

②製品・商標型での国際フランチャイジング

の実態分析の必要性(フランチャイズ企業

以外の製造業系の専門庖なども含む)。

③進出後のオベレーションの実態分析(国際

化の障害とその克服)の必要性。

④契約内容に踏み込んだ分析の必要性。

①は，実態分析がアメリカ企業のものに偏っ

ており，他国のフランチャイズ企業の分析が非

常に少なかったことをさす。これはダント(Dant.

2008)でも指摘されている。とくに，日本の実

態分析は皆無であった。

②は，製品・商標型フランチャイジングがフ

ランチャイジングとして認められているアメリ

カですら，ビジネス・フォーマット型に偏って

研究されてきたことをさす。つまり，飲料ボト

リングや石油流通，自動車ディーラーの国際化

については，歴史的研究を除くと，わずかにサ

ウジアラビアの自動車ディーラーを統計的に分

析したヤパスとハピブ (Yavasand Habib. 1987) 

12) ガパナンス(企業統治)の視点を導入した理論
フレームの提起については，川端 (2008c)を参
照されたい。この論考では，すでに本稿で示され
た課題の一部に対する検討がなされている。
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がある程度で非常に遅れてきたのである。また 国際化研究の中で副次的・部分的に扱われ，メ

欧州では.ビジネス・フォーマット型と製品・

商標型の中間ともいえるファッシヨン専門店

(アパレルプランド)の研究がいくつかみられ

るが13) それらは小売国際化研究の色合いが強

くフランチャイジング研究の視点は弱かった。

さらに，これまでの多くの研究対象が外食な

どの国内市場でフランチャイジングを行ってい

る企業に集中してきたことも指摘できょう。し

かし，国際フランチャイジングは，今や消費財

メーカーなどの非フランチャイズ企業にとって

も重要となってきており，いわば海外市場での

汎用的なマーケテイング手法のひとつとなって

きている。その意味では，より広い視点からの

実証研究が必要となろう。

③は，これまでの研究が市場参入時点の問題

に集中してきたことをさす。つまり，研究者の

関心は，なぜ国際化に際してフランチャイズ方

式が選択されたのか(参入モード選択)という

問題に関心が集中しがちであって.進出後にど

のような課題(障害)に突き当たったのか，あ

るいはなぜ撤退したのかといったオペレーショ

ン(運営実務)次元の問題に迫る研究が少な

かったのである。端的にいえば，欧米の研究は

現実にどのようなことが生じているのかを分析

したものよりも.観念論的なものが多く見られ

るといえよう。

そもそも国際フランチャイジング研究のメッ

カであるアメリカでは.筆者が管見する限り主

要な学術ジャーナルにおける審査が統計分析の

論文を重視する傾向が強<.個別企業のケース

に踏み込んだ実態分析は掲載されにくい。一方.

欧州では個別企業の実態(記述的)分析も尊重

されてきたが，国際フランチャイジングは小売

13) イギリスのファッション小売業の国際化を取
り上げたドーァティ (Doherty.2000).欧州の
ファッション小売業を取り上げたモールほか
(Moore et al.. 2004)，ブランドの視点からファッ
ション小売業を捉えたワイリーほか (Wigleyet
al..2005)が挙げられる。なお.鳥羽 (2006)が
それらファッション小売業の国際化に関する文献
をサーベイしている。

インテーマとはなってこなかったのである。こ

のような欧米での研究特性は，外食企業への深

いインタピューを行ったバイクとチョイ (Paik

and Choi. 2007)などごく一部を除いて，国際

化の真の実態に迫る論文がほとんど見られない

という結果を招いている。

これまでフランチャイズ・システムの優位性

として挙げられてきた，資金と投資リスクの軽

減や市場拡大(出庖)スピードの獲得といった

ものが， どのようなオペレーションによって実

現されているのかを明らかにし.それを可能と

する条件や戦略は何であるのかといったことを

検討することは，今後増大するであろう国際フ

ランチャイジング(海外進出の予備軍)に大き

な示唆を与えることは間違いない。そのために

ふ進出後のオペレーション実態の分析が不可

欠となっているのである。

④は，国際フランチャイジングにとって最も

重要な契約内容に踏み込む研究が，ラフォン

テーヌとオクスレイ (Lafontaine叩 dOxley. 

2004)やパンピサヴァスとテイラー (2006)な

どごく一部を除いてほとんどなされてこなかっ

た。いうまでもなく，契約には国際化のノウハ

ウや戦略的意図が集約されているが，契約内容

は企業秘密に触れることが多いため，公開でき

ないものも多い。したがって，どこまで切り込

めるのかが鍵を握るであろう。
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